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令和７年度 

９月補正予算の概要 
 

 このことについて、その内容は、別添資料のとおりです。 
 



令和７年度
９月補正予算の概要

令和７年８月１８日



補正後の予算額 １，３３９億２，２３９万円

補 正 額

補正前の予算額 １，３０７億３，３５１万円

３１億８，８８８万円

【対前年度同期比 １１９億２，７３２万円 （９．８％） の増】

令和７年度一般会計９月補正予算の概要

【



令和７年度一般会計９月補正予算

鳥瞰図（イメージ図）＆主な改修内容
項 目 補正額

物価高騰対策支援事業
・中小企業物価高騰・米国関税対策支援事業
・ 三重短期大学学生生活応援事業 など

４，０９５万円

モーターボート競走事業会計繰入金を活用した基金積立 ２６億円

応急クリニック年末年始体制強化事業 ５９８万円

過年度実績の精算による国県支出金の返還金 ３億４４７万円

その他（決算剰余金積立金 など) ２億３，７４８万円

合 計 ３１億８，８８８万円



令和７年度一般会計９月補正予算 主な事業

４，０９５万円

物価高騰対策支援事業➀

・中小企業に対する専門家による米国関税・物価高騰対応
を含む販路開拓セミナー・個別相談会の開催、展示会出展
支援
・物価高騰の影響を受けている三重短期大学の学生、民間
保育施設、私立幼稚園・中学校、市施設指定管理者等に
対する支援

事業名 予算額

中小企業物価高騰・米国関税対策支援事業
専門家による販路開拓セミナー・個別相談会の開催（令和８年１月～３月）
展示会出展に対する一部支援 （補助率１／２、上限２０万円）

５７１万円

三重短期大学学生生活応援事業
学内の食堂及び売店で利用可能な生協学食利用券の配付
５，０００円／人 （５００円券×１０枚） 対象学生数 ５５６人

２８０万円



令和７年度一般会計９月補正予算 主な事業

物価高騰対策支援事業➁
事業名 予算額

民間保育施設等物価高騰対策支援事業
民間保育所等（２２施設）、民間認定こども園（１９施設）、児童館（２施
設）、子育て支援センター（３施設）に対する電気料金等高騰分の一部支援

９７６万円

私立幼稚園・中学校等物価高騰対策支援事業
私立幼稚園等（６園）、私立中学校等（４校）に対する電気料金等高騰分
の一部支援

３０５万円

放課後児童クラブ物価高騰対策支援事業
放課後児童クラブ（９６支援）に対する電気料金高騰分の一部支援

１７６万円

指定管理者等物価高騰対策支援事業
市スポーツ施設、観光施設、農林業振興施設の指定管理者及び中央学
校給食センター給食調理・配送等業務委託事業者に対する電気料金等高
騰分の一部支援

１，７８７万円



令和７年度一般会計９月補正予算 主な事業

２６億円

モーターボート競走事業会計繰入金を活用した基金積立

〇 こども基金 １０億円
高校生年代までのこども及び妊産婦に係る医療費助成、こども安心サポート

任意予防接種費用助成、子育て世帯移住促進空き家活用助成など、こども・
子育て支援事業に活用

〇 学校施設整備基金 ３億円
緊急性が高い防水改修、屋内運動場床改修、放送設備改修事業などに活用

〇 財政調整基金 １３億円
今後の事業の財源に広く活用（一般財源）

令和６年度モーターボート競走事業会計決算における未処分利

益剰余金の一部を一般会計に繰入れ、今後の事業の財源に活用

するために３基金に積立

モーターボート競走事業会計繰入金

令和７年度 当初予算３０億円＋今回２６億円＝５６億円



令和７年度一般会計９月補正予算 主な事業

５９８万円

応急クリニック年末年始体制強化事業
〇 多くの受診者に対応するため、年末年始の昼間

（６日間）の診療を医師１人体制から２人体制に変更

対象日 令和７年１２月２８日（日） ・ ３１日（水）

令和８年１月１日（木・祝）～４日（日）

令和６年度 年末年始受診者（昼夜合計） １，２７７人

受診者が多く、ほぼ全ての日において通常より早く受付を終了

当日の受診をお断りする状況が発生

令和６年度

受付時間（昼間 ：医師２人体制） １０：００～１２：００ 、１３：００～１６：００

体制強化により、２，０００人が受診可能

受付時間（夜間） １９：３０～２２：３０



定例記者会見 令和７年８月１８日（月）１１時～ 

場 所 庁議室 

事 務 担 当 課 

所   属 職・氏 名 

政策財務部 政策課 
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令和８年度県政に対する要望 

 

 このことについて、その内容は、別添資料のとおりです。 
 



令和８年度
県政に対する要望

令和７年８月１８日



要望項目数、要望の進め方

① 県事業の迅速な取組を要請する項目 ３３項目
（新規：４ 継続：２９）

② 県と本市との連携による取組を要請する項目 ８項目
(新規：１ 継続７)

③ 本市の取組に対する支援充実を要請する項目 ２０項目
（新規：６ 継続１４）

④ 国政に対する要望への支援・協力を要請する項目 ５４項目
(新規：７ 継続４７)

各部局から三重県の各部局へ全１１５項目を要望

各部局への要望を踏まえ、
特に重要な項目を１０月２２日に市長から知事へ直接要望

合 計
１１５項目

(新規：１８ 継続９７)



子ども医療費助成事業における所得制限の撤廃等

・子ども医療費助成における所得制限の撤廃、
高校生年代までの入通院に係る補助

・自己負担が不要となるよう、子ども医療費に係る
抜本的な制度改正に係る国への働きかけ

津市市街地における道路ネットワークの構築に向けた都市計画道路
河芸町島崎町線（第３工区）の早期工事着手及び都市計画道路下部
田垂水線（上浜工区）の整備

・河芸町島崎町線（第３工区）における着実な事業の推進
・下部田垂水線（上浜工区）における起業地の用地取得方法に関する研究
及び都市計画決定（変更）に必要な対応の推進への支援

① 県事業の迅速な取組を要請する主な項目

継続要望

継続要望

など全３３項目



② 県と本市との連携による取組を要請する主な項目

リニアを機にした生活利便性の向上等による広域的な振興

・名古屋・大阪間のルート及びリニア三重県駅位置の早期確定へ
の尽力

・確定後の県内各市町との連携や合意形成への尽力、リニア開通
を見据えた本市取組への支援

・リニア三重県駅を核とした広域交通ネットワークの形成を
はじめとした具体的な施策や事業の展開

避難所の量的な確保に向けた県有施設の活用及び広域避難に係る体制
構築

・避難所として使用可能なすべての県有施設の活用に係る協力
・国施設及びホテル等の民間施設の取りまとめと、これら施設との
協定締結を含めた協力など、県内での広域避難に係る体制構築

継続要望

新規要望

など全８項目



③ 本市の取組に対する支援充実を要請する主な項目

海上アクセス運航事業への支援

・高速船フェニックスのエンジン故障への対応

第２世代交付金を活用した津城跡（お城公園）整備事業
の着実な推進に向けた支援

・津城跡の円滑な整備に向けた史跡保全に対する
総合的な判断と指導協力

など全２０項目

新規要望

新規要望



④ 国政に対する要望への支援・協力を要請する主な項目

津駅における国のバスタプロジェクトの着実な推進、津駅東口の
官民連携による施設整備を含めた道路空間活用に向けた支援、
津駅西口駅前広場の整備推進に向けた支援

・国のバスタプロジェクト調査の一日も早い事業化に向けた国への働きかけ
・交通ターミナル上部空間への民間活力導入に向けた円滑な事業推進に係る支援
・本市が進める交通ターミナル上部空間活用検討と連携した県道津停車場線の
にぎわい・滞留空間創出の整備検討
・津駅西口駅前広場再整備に係る本市取組への協力と国に対する財源確保への働きかけ

国の財政負担による小中学校の学校給食費無償化の実現

・地方負担が生じることのない無償化に係る基準額の設定
及び地方交付税措置ではない恒久的な財政措置に係る国への働きかけ

・無償化に伴う給食会計の公会計化に向けたシステム及び体制整備に係る
費用の支援に対する国への働きかけ

新規要望

継続要望

など全５４項目



日 時

場 所 三重県庁３階 プレゼンテーションルーム

令和７年１０月２２日（水） １６時４０分から

津市長から三重県知事への直接要望

昨年度実施した要望時の様子（令和６年８月２１日開催）

今後のスケジュール



定例記者会見 令和７年８月１８日（月）１１時～ 

場 所 庁議室 

事 務 担 当 課 

所   属 職・氏 名 

総務部 行政経営課 

（電話０５９－２２９－３２７３） 

行政経営課長 

後藤 伸幸 

 
令和８年２月２日（月）から 

窓口の受付時間を短縮 
 

 このことについて、その内容は、別添資料のとおりです。 
 



令和７年８月１８日

令和８年２月２日 から

窓口の受付時間を短縮

月



背景・めざす効果①

◆ 市民にとって

窓口受付時間とは
市役所や総合支所等の各課の窓口で業務を実施する時間

背景

•証明書のコンビニ交付の浸透や各種手続きのオンライン化によりご来庁いただくことなく
手続きが可能

•朝・夕の時間帯は窓口のご利用が少ない状況

めざす
効果

•時間外勤務の削減による財政的効果、業務改善による新たなサービスの享受

•オンライン申請など対面によらないサービスの充実

令和７年度（６月末現在） ２４.５％

令和６年度 ２１.７％

令和５年度 １８.４％

（令和６年度実績）

８:３０～ ８:４５ ２.２％

８:４５～１６:００ ８７.９％

１６:００～１７:１５ ９.９％

市民課窓口
時間帯別来庁者数の割合

証明書のコンビニ交付の割合

１４５項目 （７月末現在）

各種手続きのオンライン申請の状況

◆主な手続き
転出届、児童手当、介護保険
手続きなど



背景・めざす効果②

◆ 職員にとって

短縮時間の活用例

受付開始前：業務開始に向けた課員全体での打ち合わせなど

受付終了後：窓口対応や現場業務の事後処理、窓口受付後の処理、業務改善
の取り組みなど

背景

•窓口受付時間と職員の勤務時間が同じであるため、始業前の準備や終業後の
事後処理等の時間外での実施が常態化

めざす
効果

•恒常的に発生している時間外勤務の削減

•働き方改革による、職員一人一人の心身の安定や職務に対する意欲向上

•市民サービスの向上に向けた業務改善を検討する時間の確保



窓口受付時間の変更

開始日 令和８年２月２日（月）

変更後
の時間

８：４５～１６：００
変更前の８：３０～１７：１５から１時間３０分短縮

※職員の勤務時間８：３０～１７：１５は変更なし

短縮する
窓口等

全ての部局・総合支所 （一部短縮しない窓口有※）

※従前とおりの時間で受付する窓口
・ ボートレース事業部 （津市モーターボート競走場）
・ 短期大学事務局 （津市立三重短期大学）
・ 消防本部及び消防署
・ 施設利用そのものをサービスとして提供している施設
（保育所、公民館、児童館、図書館、クリーンセンターなど）



アストプラザオフィス（津駅前 アスト津４階）開所時間

夜間・休日窓口の時間変更など

（月曜～金曜） ８：３０～２０：００ ８：４５～２０：００
（土曜・日曜、休日） ８：３０～１７：００ ８：４５～１７：００

久居総合支所時間外証明書発行等窓口（久居駅前 ポルタひさい１階）開所時間

◼ 各所管課等において実施している繁忙期等における窓口延長、
休日窓口の開設等は引き続き実施

月曜～金曜 ８：３０～２０：００ ８：４５～２０：００

土曜・日曜、休日 ８：３０～１７：００ ８：４５～１７：００
※閉所日は１２月２９日～翌年１月２日

月曜～金曜 ８：３０～２０：００ ８：４５～２０：００

土曜・日曜、休日 ８：３０～１７：００ ８：４５～１７：００

※閉所日は１２月２９日～翌年１月３日

◼ 夜間・休日の窓口での証明書の発行サービスは、開始時間のみ変更



市役所各課へのお電話について

◼ 令和８年２月２日（月）からの市役所各課への電話につきましても、

８：４５～１６：００

に、お願いします。

できる限り

皆さまのご協力をお願いします。

窓口受付時間に合わせて、



ご協力のお願いについて

令和７年 令和８年

８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月

⚫公表
（定例記者会見）

⚫広報津
掲載

⚫２月２日(月)～
短縮開始

市民へのご協力のお願い（約６か月）

◆ 津市ホームページに掲載

◆ 公式ＬＩＮＥによる情報発信

◆ ポスターの掲示（庁舎内掲示板、窓口受付時間短縮となる全ての部局）

◆ 案内チラシの設置（窓口受付時間短縮となる全ての部局）

◆ 各種文書を活用した周知（市からの送付文書に窓口受付時間短縮に関して
記載）

実施方法



総務部行政経営課
ＴＥＬ ：059-229-3273
ＦＡＸ ：059-229-3255
E-mail：229-3273@city.tsu.lg.jp

問い合わせ

皆さまのご理解とご協力を
お願いします‼



定例記者会見 令和７年８月１８日（月）１１時～ 

場 所 庁議室 

事 務 担 当 課 

所   属 職・氏 名 

農林水産部 農林水産政策課 

（電話０５９－２２９－３１７２） 

農林水産政策課長 

葛井 克昌 

 
地域計画 

目標の１００地区全てで策定完了！  
 

 このことについて、その内容は、別添資料のとおりです。 
 



地域計画

目標の１００地区全てで策定完了！

令和７年８月１８日



人農地プランから地域計画へ

（集約）（集積）

▶ 農業関係者による話合いを踏まえて「地域農業の将来の在り方」や
「農地の効率的かつ総合的な利用に関する目標」などを明確にしたもの

◼ 地域計画

◼ 目標地図

▶ 地域計画策定に向けた話合いの結果、地区内の１０年後の農地集約を
目指し、「農業を担う者」ごとに着色した地図

現況地図イメージ 目標地図イメージ

◼ 人農地プランから地域計画へ

▶ 農業経営基盤強化促進法の改正（令和５年４月）により、人農地プランが法定化され、
地域計画の策定を義務付け （策定期間：令和５年度・令和６年度）

▶ 農用地利用集積特別対策事業費補助金（地域計画策定推進緊急対策事業）を活用し、
令和５年度・令和６年度の２カ年で地域計画を策定

農用地利用集積特別対策事業費補助金（地域計画策定推進緊急対策事業） 10,868,641円

（令和５年度事業費 4,810,000円、令和６年度事業費 6,058,641円）



本市の取り組み状況

令和５年４月
策定予定地区を１６８地区と設定し取組をスタート
正規職員を１名増員するとともに、会計年度職員２名を新たに雇用し、
４名体制で取組を推進

７月 市内で初の協議の場を多門地区で設置

１０月 一身田平野地区及び多門地区の２地区で県内初の地域計画を策定

１１月 策定地区の大括り化等により、策定予定地区を１０８地区に改定

令和６年１月 各地区における協議の結果、策定予定地区を１０４地区に改定

３月 市内の２７地区／１０４地区（２６％）で地域計画を策定

４月 芸濃地域の策定地区の見直しにより策定予定地区を１０３地区に改定

１１月
久居地域及び美里地域の策定地区の見直しにより策定予定地区を
１００地区に改定

令和７年３月 市内の９６地区／１００地区（９６％）で地域計画を策定

４月 会計年度職員２名の雇用期間終了により、正規職員２名の体制で取組を継続

６月 市内の９８地区で地域計画を策定

７月２５日 市内の１００地区全てで地域計画を策定完了！（県内最多の策定数）



地域計画の地区別内訳

地域 策定数
位置付けた
担い手等
(延べ数)

地域計画区域
内の農用地等
面積（ｈａ）

目標年度に
おける担い手
等への集積
面積（ｈａ）

目標
集積率
（％）

津 34 174 1581.8 1015.6 64

久居 5 76 914.0 434.2 48

河芸 4 31 376.7 164.9 44

芸濃 11 37 627.2 310.0 49

美里 7 23 405.9 279.9 69

安濃 31 117 900.5 575.4 64

香良洲 1 5 23.1 19.2 83

一志 1 24 495.0 422.1 85

白山 5 21 903.0 439.0 49

美杉 1 28 67.6 43.9 65

合計 100 536 6294.8 3704.2 59

７月２５日に目標の
１００地区全てで策定完了！

（県内最多の策定数）

津市ホームページにて
地域計画（目標地図）を公表中

津市の地域計画の特徴

農業集落（小さな）単位で策定して
いる地域が多い

⚫ きめ細かな対応が可能となり、
地域の特性に応じて、農業従事者
や関係者の意見を反映しやすい

⚫ 地域計画の見直しが必要になった
場合に、迅速な対応が可能

※農振農用地の除外や農地転用許可
には事前に地域計画の変更が必要



地域計画の策定で苦労した点①

◆現況耕作者の地図への落とし込み
に時間を要した
目標地図のベースとなる現況地図の作成にあたり、
個人間の貸借や農作業受委託等については、
市で把握することが難しかった

農地利用最適化推進委員や地域農業に詳しい方
に聞き取り等を行い、現況の把握に努めた

◆地区内の農地が広大で担い手数も多く、
地区としての方向性を見出すのに苦慮した
それぞれの担い手の意向を調整し、地域としての方向性
を調整するのに時間を要した

• 農業委員・農地最適化推進委員を中心に地区の
将来像を検討し、目標地図に反映した

• 地域で規模拡大を検討する担い手に農地集積を
進めることとした

協議の場の様子 ある地区の目標地図



地域計画の策定で苦労した点②
◆ １０年後の農地の受け手や担い手が
見つからない地区があった
自作農業者が１０年以内に離農する見込みであることが
分かった農地のうち、経営上の理由等により、地区内の
受け手や担い手が引き受けることが困難な農地が存在した

他地区からの担い手の参入や新たな担い手の育成に
努めることを地域計画に位置付けた

◆ 地権者や担い手が１０年後の姿を
明確に描きにくかった
担い手や地権者等への聞き取りやアンケートにより、
「１０年後は想像できない、分からない」といった声が
多くあった

自作農業者が１０年以内に離農する見込みで
あることが分かった場合は、「担い手検討農地」
等として、目標地図の作成を行った ２ 農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ

総合的な利用に関する目標

（1）農用地の効率化かつ総合的な利用に関する方針

農地バンクを通じた貸借を進め、担い手への農地集積・集約
化を基本とする。

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）対する農用地
の集積に関する目標

現状の集積率 46.7％
将来の目標とす
る集積率

60.1％

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

自作する個人農業者を除き、区域内農地は農業を担う者に集

約化を図る。また、他地区からの担い手の参入や新たな
担い手の育成に努める。ある地区の目標地図（ 担い手検討農地） ある地区の地域計画（抜粋）



◆ 担い手が不在の地区があった

地域計画の策定で苦労した点③

地域計画区域
利用者Ａ
利用者Ｂ
利用者Ｃ
利用者Ｄ
担い手検討農地
自作地

現況地図をベースに農用地等を継続的に利用する
「利用者」を地域内の農業を担う者として位置付け、
地域計画の見直しを行う中で、新たな担い手の確保
等について検討することとした

◆ 農地の面的集積（集約）を図るための
担い手同士の農地の交換が困難だった

担い手が長年、資金を投じて土壌改良等を行ってきた農地
を他の担い手と交換することに抵抗があり、農地の集約が
困難だった

地域計画の見直しを行う中で、担い手等と協議を
行い、面的集積について検討することとした

高齢化により７５歳以上の農業者が利用する農地が
４０％を占めるとともに、認定農業者や認定新規就農者、
集落営農組織等の担い手が不在であった

ある地区の目標地図（担い手不在のため、「利用者」を位置付け） ある地区の目標地図（集約困難）



地域計画に位置付けられた担い手等への支援①
◼ 地域計画策定地区又は目標地図に位置付けた担い手（認定農業者等）の
取組を支援

・目標地図に位置付けられた担い手等の農業用機械・施設の導入を支援
・集落営農の効率的な生産・販売体制の確立等に向けた取組を支援
・農地バンクが借り入れている農地における基盤整備等を支援
・地域計画策定地域におけるきめ細かな耕作条件の改善等を支援
・新規就農者の経営開始時の資金や機械等の導入を支援

地域計画を策定した地区、地域計画に位置付けられた担い手農家または
新規就農者等は、国の支援施策の活用が可能

担い手、新規就農者の経営の安定、営農拡大等の取組を後押し

地域計画と連携した国の主な補助事業等（令和６年度以降）

令和７年２月上旬に地域計画連携事業の一覧を
認定農業者等（２４２名）に送付



地域計画に位置付けられた担い手等への支援②
◼ 地域計画に位置付けられた担い手は国の補助事業要望で有利に

⚫ 担い手確保・経営強化支援事業 （地域計画は事業要件）
（補助率１/２、上限３,０００万円）※令和６年度３月補正

市内の農家２名の事業が採択
担い手農家Ａ…トラクター・ドローン等の導入事業（８４８万７千円）
担い手農家Ｂ…乾燥調製施設の導入（３,０００万円）

⚫ 農地利用効率化等支援交付金事業 （地域計画は事業要件）
（補助率３/１０、上限６００万円）※令和７年度６月補正

市内の農家１名の事業が採択
担い手農家Ｃ…乾燥調製施設の導入（６００万円）

事業要件 営農拡大等の補助事業への要望が可能に

ポイント加算 追加でポイントが加算され、採択に有利

優先採択 ライバルと条件が並んだ際に採択が優先される

地域計画の策定が国の補助事業採択に繋がった事例



地域計画の現状と見直し

将来像が明確化された地域計画（現状として１７地区）

課題が見える化された地域計画（現状として８３地区）

・担い手等への目標集積率が８割以上
（中山間地域は６割以上）
・受け手不在農地が１割未満
（中山間地域は２割未満）

地域の農地が有効利用されるよう、
将来の受け手不在の農地を解消し、
少しでも将来像を明らかにしていく必要がある地域計画

１０年後の担い手が明確化されており、担い手に農地を集積・集約化すること
への合意が地域で概ね得られている地域計画

ブラッシュアップ
(見直し)が必要！



地域計画の実現に向けて
◼ 地域計画の目的

地域の農業を将来へ継続させていくために、地域でよく話し合い、農地を利用しやすいよう、
次世代へ引き継いでいくこと

担い手がいない地域や基盤整備が
必要となる地域など、地域の実情
が浮き彫りに

地域が抱える課題が見える化

１０年後を見据えた地域農業
の対策を考え、必要な取組を
行うことが可能となる

課題解決

◼ 地域計画の実現

地域の皆様 農業関係者 津市 農業委員会

•農業者や地域活動
等への協力

• 営農活動
• 農地等に関する情報
提供等

• 担い手の確保・育成
• 基盤整備事業の実施
• 地域計画に係る情報発信等

・農地貸借の促進（農地バンク
への貸付けの働きかけ） 等

農地や農村環境の維持・保全は農業者や地権者だけの問題ではなく、地域の課題
として捉えていただき、課題解決に向けた取り組みについて、市民の皆様のご理解・
ご協力をお願いします

地域計画の
策定



問い合わせ

農林水産部農林水産政策課
津市農業委員会事務局

TEL ０５９－２２９－３１７２

FAX ０５９－２２９－３１６８
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